
【第１２回】

2025年8月25日に、当事務所主催 独占禁止法プラクティス・

グループ［独禁法セミナー 第１２回］を開催いたしました。

テーマ：押さえておきたい最新の独禁法・下請法等運用のトレンド

～令和6年度の公正取引委員会による独禁法・下請法・
フリーランス法の運用状況の公表資料等を踏まえて～

講師：南部 利之
（元公正取引委員会事務総局審査局長、当事務所アドバイザー、

独占禁止法プラクティス・グループ・アドバイザー）

向 宣明
（当事務所パートナー弁護士、

独占禁止法プラクティス・グループ・リーダー）



桃尾・松尾・難波法律事務所

アドバイザー 南部 利之

2025年（令和7年）8月25日 (月)14：00～
丸ビルカンファレンス（Room４）
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桃尾・松尾・難波法律事務所主催

独占禁止法プラクティス・グループ［独禁法セミナー第12回］

押さえておきたい最新の
独禁法・下請法等運用のトレンド

～令和6年度の公正取引委員会による独禁法・下請法・
フリーランス法の運用状況の公表資料等を踏まえて～
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（令和7年7月開催の公取委委員長講演資料より抜粋）
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「公正取引委員会委員長就任に当たって(令和7年5月22日)」（抄） 茶谷栄治委員長

デジタル化の進展など、我が国を取り巻く経済社会環境が急速に変化する中で、我が国は、人口減少あるいは少子高齢化という大きな課題を抱えて

います。また、日本経済が、長きにわたったコストカット型経済から脱却し、デフレに後戻りせず、「賃上げと投資が牽引する成長型経済」に移行するとと

もに、継続的な賃上げを実現するためには企業の生産性を引き上げ、付加価値を高めることが喫緊の課題であると認識しております。

こうした中、公正かつ自由な競争を促進し、活発なイノベーションを引き出す環境を作ることで、我が国経済の活性化を図り、消費者の利益を確保して

いくことが極めて重要であると考えます。また、公正な競争が担保された市場の機能を通じて適正な分配が行われ、成長と分配の好循環を実現するた

めにも、競争政策の果たす役割は大きいものであると考えております。具体的な施策としまして、５点申し上げたいと思います。

第１ 厳正かつ的確な独占禁止法の執行。国民生活に密接に関連する商品・サービスの価格カルテル事件や入札談合事件などに厳正に対処。合併等

の企業結合事案につき、迅速かつ厳格な審査を進めていく必要。

第２ 中小企業に不当に不利益を与える優越的地位の濫用、不当廉売などの不公正な取引方法や下請法違反などに厳正かつ積極的に対処するととも

に、違反行為を未然に防止していくための施策を実施していくことが重要。 特に、中小企業等を含め持続的、構造的な賃上げを実現するためには、労

働生産性の向上とともに、取引の適正化を通じた労務費などのコスト上昇分の円滑な価格転嫁が不可欠であると認識。

第３ デジタル経済の進展、グリーン社会の実現など経済社会の変化に的確に対応して競争環境を整備し、イノベーションを引き出していくことが重要。

本年１２月までに全面施行されるスマホソフトウェア競争促進法の実効的な法運用が求められている。

第４ 競争法の執行と競争政策の推進の両面において、海外競争当局と国際的な連携・協力をする必要性。世界の競争当局との関係性の構築、そし

てその更なる発展に注力。

第５ 質・量の両面から公正取引委員会の体制強化を図っていく必要。
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１．「令和６年度における独占禁止法違反事件の処理状況について」
（令和７年5月１日）などを踏まえて

２．「令和６年度における下請法の運用状況及び中小事業者等の取
引適正化に向けた取組」（令和７年５月12日）などを踏まえて

３．「令和６年度におけるフリーランスに係る取引の適正化に向けた
取組及びフリーランス・事業者間取引適正化等法第２章の運用状況」
（令和7年5月15日）などを踏まえて

４． 「令和６年度における企業結合関係届出の状況及び主要な企業
結合事例について」（令和7年6月18日）などを踏まえて

５． 「独占禁止法に関する相談事例集（令和6年度）」（令和7年6月25
日）を踏まえて



１．「令和６年度における独占禁止法違反事
件の処理状況について」（令和７年5月１日）
などを踏まえて

6



7

事件端緒の状況

申告件数の推移

（参考）課徴金減免制度と調査協力減算制度

課徴金減免申請件数の推移

課徴金減免制度の適用状況

調査協力減算制度の適用状況
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（参考）課徴金額の算定方法
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入札談合・カルテル事案への排除措置命令・課徴金納付命令（16件）
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（2件）

（2件）
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不公正な取引方法事案への排除措置命令（5件）
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確約手続による処理（3件）
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警告公表による処理（８件）

（2件）
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不当廉売への取組
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優越タスクフォースの取組状況
 令和６年度は、優越的地位濫用違反被疑事件として、㈱イトーキ、㈱ダイゼン及び㈱アトレの３社に対して警告を行った。また、令和６年

度に優越タスクフォースにおいて注意を行った事案の平均処理期間は、約４１日であった（前年度は約３９日）。



（1）下請法の運用状況など
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２．「令和6年度における下請法の運用状況

及び中小事業者等の取引公正化に向けた取
組」（令和7年5月12日）などを踏まえて
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施行期日 令和8年1月1日

（委託事業者の遵守事項）5条2項4号
「中小受託事業者の給付に関する費用
の変動その他の事情が生じた場合にお
いて、中小受託事業者が製造委託等代
金の額に関する協議を求めたにもかか
わらず、当該協議に応じず、又は当該
協議において中小受託事業者の求め
た事項について必要な説明若しくは情
報の提供をせず、一方的に製造委託等
代金の額を決定すること」によって、中
小受託事業者の利益を不当に害しては
ならない。
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指導件数の推移勧告件数及び自発的申出件数（勧告相当案件）の推移

定期調査の実施状況
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（2）「令和６年度価格転嫁円滑化の取組に関する特
別調査」の結果（令和6年12月16日）など
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２．「令和6年度における下請法の運用状況

及び中小事業者等の取引公正化に向けた取
組」（令和7年5月12日）などを踏まえて
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発注者 【行動①：本社（経営トップ）の関与】、【行動②：発注者側からの定期的な協議の実施】、【行動③：説明・資料を求める場合は公

表資料とすること】、【行動④：サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を行うこと】、【行動⑤：要請があれば協議のテーブルにつくこと】

、【行動⑥：必要に応じ考え方を提案すること】、共通 【行動①：定期的なコミュニケーション】 、【行動②：交渉記録の作成、発注者と受注

者の双方での保管】

（参考）「労務費転嫁交渉指針」（R5.11.29）のポイント

（⇒略）
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（令和5年11月8日公表）

〇令和7年3月14日、相当数の

取引先について協議を経ない
取引価格の据え置き等が確認
された事業者3名について、そ
の事業者名を公表。

（⇒略）
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物流特殊指定の概要及び令和6年度における荷主と物流業者との取引に関する調査結果
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３．「令和６年度におけるフリーランスに係る
取引の適正化に向けた取組及びフリーラン
ス・事業者間取引適正化等法第２章の運用
状況」（令和7年5月１５日）などを踏まえて
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フリーランス・事業者間取引適正化等法の概要 （令和6年11月1日施行）
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フリーランス・事業者間取引適正化等法と独禁法及び下請法との関係

１．本法と独禁法との関係

本法と独禁法のいずれにも違反する行為については、原則として本法を優先して適用し、本法第８条に基づく勧告の対象となった行為と

同一の行為について、重ねて独禁法第２０条の規定（排除措置命令）及び同法第２０条 の６の規定（課徴金納付命令）を適用することはな

い。

２．本法と下請法との関係

本法と下請法のいずれにも違反する行為については、原則として本法を優先 して適用し、本法第８条に基づく勧告の対象となった行為に

ついて、重ねて下請法第７条に基づき勧告することはない。ただし、本法と下請法のいずれにも 違反する行為を行っている事業者が下請法

のみに違反する行為も行っている場合において、当該事業者のこれらの行為の全体について下請法を適用するとが適当であると公正取引

委員会が考えるときには、本法と下請法のいずれにも違反する行為についても下請法第７条に基づき勧告することがある。

（令和6年5月31日公表）

３．本法違反行為を自発的に申し出た業務委託事業者の取扱い

本法第８条に基づく勧告の対象となる違反行為に関する自発的な申出が業務

委託事業者からなされ、かつ、当該業務委託事業者について、以下のような事由

が認められた場合には、当該違反行為について勧告は行われない。

⑴ 公取委による当該違反行為に係る調査着手前に、自発的に申し出ている。

⑵ 当該違反行為を既に取りやめている。

⑶ 当該違反行為によって特定受託事業者に与えた不利益を回復するために必

要な措置を既に講じている。

⑷ 当該違反行為を今後行わないための再発防止策を講ずることとしている。

⑸ 当該違反行為について公取委の調査及び指導に全面的に協力している。

「フリーランス・事業者間取引適正化等法パンフレット」より
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フリーランス・事業者間取引適正化等法第２章の運用状況
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（令和7年6月17日公表）
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（令和7年6月25日公表）



４． 「令和６年度における企業結合関係届出
の状況及び主要な企業結合事例について」
（令和７年6月18日）などを踏まえて
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（注）「買収に係る対価の総額が400
億円超と見込まれる場合等は公取委
への相談が望まれる（R元．12.17）」
とされる。
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企業結合審査の具体的なやり取り

「企業結合審査ガイドブック」（2025年6月11日公表）より
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5．「独占禁止法に関する相談事例集（令和６
年度）」（令和7年6月25日）を踏まえて
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事例集掲載相談事例 10件
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（ポイント）取引先事業者が単なる取次ぎとして機能していると認められる場

合、当該取引先事業者に対する再販売価格指示は、通常、違法とならない。

①取引先卸小売業者は、メーカーの費用負担により、いつでも返品可能。

②善管注意義務違反の場合を除き、メーカーが在庫管理リスクを負担。

③在庫管理費用、輸送費用はメーカー負担。

④現金・クレジットカード決済のため、代金回収不能リスクはない。

①ＣＣＳ事業は二酸化炭素排出量を大幅に削減できるグリーン社会実現に向

けた取組として目的の合理性及びＣＣＳ事業を成立させるための限られた手段

として手段の相当性が認められる。

②ＣＣＳ事業は、未だ安定的・継続的な市場が形成されていないが、分離回収

装置の構成機器等の調達及び分離回収役務のいずれの市場についても、本

件取組がもたらす競争制限効果は限定的。

③我が国におけるＣＣＳ事業の担い手を増やすもので、競争促進効果あり。

（ポイント） 【グリーンガイドライン】共同購入に競争制限効果が認められる場

合は、取組の目的の合理性及び手段の相当性を勘案しつつ、当該取組から

生じる競争制限効果及び競争促進効果について総合的に考慮して、競争の

実質的制限を生じさせるものであるか否かを判断する.。
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（ポイント）事業者団体による情報活動を通じ、構成事業者間に競争制限行為

が行われていれば、原則として独禁法第８条違反。さらに、情報共有が価格等

重要な競争手段の具体的な内容に関して、相互間での予測を可能にする効

果を生ぜしめる場合には、独禁法上問題となるおそれあり。

①共同ミルクラン制度設計段階での団体の収集情報を共有する参加会員物

流部門は、共有情報を社内の製造部門・販売部門等に共有しない。

②共同ミルクラン実施に当たり、幹事会社の物流部門は、配送指示情報の取

扱いを物流部門のみで行い、社内の他部署に共有しない。

③物流サービス調達市場及び輸送用機械販売市場への影響は軽微。部品の

調達市場においても、参加会員間で協調的な行動を助長するおそれなし。

（ポイント）会員事業者の休業予定日の調整等の自主規制等における競争阻害

性の有無については、①競争手段を制限し需要者の利益を不当に害するもの

ではないか、及び②事業者間で不当に差別的なものではないかの判断基準に

照らし、③社会公共的な目的等正当な目的に基づいて合理的に必要とされる

範囲内のものかの要素を勘案しつつ、判断される。

①働き手不足の下、調整に任意参加する組合員の休業予定日を調整するのみ

で、かつ調整結果に拘束力はないので、各組合員の競争手段を制限しない。

②需要者は、同一のＳＳ過疎地内で休業していない他の組合員のＳＳで給油等

ができることから、需要者の利益を不当に害するものではない。

③調整過程に特定の事業者を差別的に取り扱う内容は含まれない。

③働き手不足の影響の下、ＳＳ過疎地におけるＳＳネットワークの維持のため

に必要な方策の１つであり、取組の目的が正当である。



ご清聴ありがとうございました

桃尾・松尾・難波法律事務所

アドバイザー（独占禁止法プラクティスグループ）

南部 利之

〒102‐0083
東京都千代田区麹町4丁目1番地

麹町ダイヤモンドビル

電 話 03‐3288‐2080
ﾌｧｸｼﾐﾘ 03‐3288‐2081
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独占禁止法関連
 国内外の行政・刑事違反事件調査対応、不服申立て対応、関連する自主的社内調査対応（課徴

金減免申請、司法取引等の手続対応を含む）、事後的な法令遵守の維持向上のための措置・活
動対応

 M&A・業務提携等に関する分析検討、企業結合規制手続対応
 流通戦略、知財戦略等に基づく取引先との契約交渉、締結・履行等に際しての分析検討
 他事業者による違反事案対応（公正取引委員会に対する申告、民事提訴等）

セミナー開催／社内研修講師

M&Aにおける対象会社の独占禁止法リスクの検証

コーポレート法務関連
 有事対応に関する事後検証（再発防止策、役員責任等）
 コンプライアンス体制・内部統制システム整備
 適時開示対応

特殊な事業分野の独占禁止法適用除外

契約法務関連
 不公正な取引方法、下請法対応

広告審査

 景表法対応
60



国内外のカルテル事案や流通戦略に基
づく取引行為・その他事業活動に対す
る独占禁止法違反（行政・刑事）の嫌
疑の調査／国内外の事業提携や企業結
合審査案件／第三者委員会の委員就任
など、有事対応への事後検証や再発防
止体制の立案策定／同法違反に起因す
る民事責任を巡る係争対応等。2016年2
月～17年3月：公正取引委員会「独占禁
止法研究会」会員（裁量型課徴金制度
を含む課徴金制度の在り方について）
／19年7月～競争法フォーラム常務理事
・事務局長／20年9月～日本弁護士連合
会司法制度調査会・商事経済部会副部
会長（独禁法関連担当）

向宣明
MUKAI, Nobuaki

弁護士登録以来、談合・カルテル事件
について、リニエンシー・取消訴訟等
を常に手掛けるほか、企業結合・事業
提携に関する業務も取り扱う。談合・
カルテル等の企業不祥事を含む事件処
理や役員責任に関する相談も数多く経
験している。金融庁への出向経験を有
しており、企業開示や取引所関連の相
談にも対応する。
2009年4月～10年9月：金融庁総務企画
局市場課専門官
第一東京弁護士会総合法律研究所会計
・監査制度研究部会副部会長、同金融
商品取引法研究部会員

森口倫
MORIGUCHI, Rin

1998年4月～2005年3月ソニー株式会社
勤務（法務部、知的財産渉外部他）
競争法フォーラム会員、第一東京弁護
士会総合法律研究所独禁法研究部会員
、同知的所有権法部会員 国内外の数
多くのカルテル・談合事案に携わり、
主にリニエンシーを含む当局対応や民
事賠償対応を手掛ける。クロスボーダ
ーの企業結合や不公正な取引方法に関
する案件の他、景表法、下請法等に関
する案件についても日常的にアドバイ
スを行っている。

小林崇
KOBAYASHI, Takashi

弁護士登録以降、数多くの国内外の企
業に対して、談合・カルテル調査、国
内外の企業結合審査、流通・販売政策
や業務提携、知的財産権のライセンス
に関する助言等を行っている。プラン
トエンジニアリング、製薬、医療機器
といった取引分野に精通し、コーポレ
ートガバナンスや人事政策に関する相
談にも常時対応している。国内金融機
関法務部や公共設備エンジニアリング
企業法務部への出向経験も有する。

杉本亘雄
SUGIMOTO, Nobuo

1982年4月公正取引委員会事務局入局／
2019年7月審査局長を最後に公正取引委
員会事務総局退官の後、同年12月桃尾
・松尾・難波法律事務所入所／04年4月
～07年6月官房国際課長として、また11
年8月～16年6月官房審議官（国際担当
）として海外競争当局等とのバイ・マ
ルチの業務を統括／11年1月～8月審査
局犯則審査部長として犯則事件を統括
／02年7月～04年4月取引部消費者取引
課長として景品表示法行政を担当

南部利之
NAMBU, Toshiyuki

国内金融機関法務部、公共設備エンジ
ニアリング事業者法務部、海外ファッ
ションブランド事業者法務部への出向
経験がある。第一東京弁護士会総合法
律研究所独禁法研究部会員。
国内外カルテル事案のほか、契約法務
に関連して、不公正な取引方法に関す
るアドバイスや下請法、景表法等に関
する相談にも様々対応している。

石川由佳子
ISHIKAWA,  Yukako 

第二東京弁護士会経済法研究会会員
外資系法律事務所在籍時より、国内外
の企業結合事案やカルテル・談合事案
に従事。労働法案件を数多く手掛け、
従業員による企業不祥事事案において
助言を行うほか、日常的に、景表法や
下請法等に関する助言も行っている。

橘川裕樹
KIKKAWA, Hiroki

競争法フォーラム会員
国内外のカルテル・談合に関するリ
ニエンシー申請、民事賠償対応等に
携わる。デジタル・プラットフォー
ム分野を含む独禁法に関する相談や
、景表法・下請法に関する相談にも
日常的に対応している。刑事専門事
務所に在籍した経歴があり、経済事
件を含む刑事事件に関する豊富な経
験を有する。

田中翔
TANAKA, Sho

パートナー

カウンセルアドバイザー
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